
歳入歳出決算書               （単式簿記） 

 

 

 

 

 

 

★ストック情報・コスト情報の記載が不足 

５．財政状況の「見える化」 

  発生主義・複式簿記による財務書類を作成することで、現金主義・単式簿記だけ

では見えにくかったコスト情報・ストック情報が「見える化」され、市民の皆様等

に対する説明責任の充実やマネジメントの強化に向けた活用が可能となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳入 歳出  

 市税    ○○円  総務費   ○○円  

 国県支出金 ○○円  民生費   ○○円  

・・・ ・・・ 歳入歳出差引残高  

       ○○円  計     ○○円  計     ○○円 

                     

貸借対照表             資金収支計算書 

資産 

 ○○円 

負債 

 ○○円 

純資産 

 ○○円 

☆ストック情報を明示 

 

行政コスト計算書 

経常費用         ○○円 

 人件費 ○○円 

  退職手当引当金繰入額 ○○円 

 物件費等        ○○円 

  減価償却費      ○○円 

・・・ 

経常収益         ○○円 

 

純行政コスト       ○○円 

☆コスト情報を掲載 

現金主義会計 

発生主義会計 

業務活動収支   ○○円 
 
投資活動収支   ○○円 
 
財務活動収支   ○○円 
・・・ 
 
本年度末資金残高 ○○円 
 

補 完 一 致 

歳入歳出決算書を

組み替えたもの 

（複式簿記） 
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 (1) ストック情報の「見える化」 

  ・ 市民一人当たりの資産・負債・純資産 

 

   「貸借対照表」を作成することにより、資産・負債の残高のほか、現在まで

の世代が負担した金額で返済の必要のないものである純資産を把握することが

できます。 

 
  全体会計（貸借対照表）                  （単位：千円） 

市民一人当たり 平成28年度末 平成29年度末 

資産合計 3,015  3,070  

（うち有形固定資産） 2,556  2,544  

負債合計 313  298  

（うち退職手当引当金） 40  48  

純資産合計 2,701  2,772  

 

 

 (2) 現金支出を伴わないコスト情報の「見える化」 

  ・ 市民一人当たりの減価償却費・各種引当金繰入額 

 

   「行政コスト計算書」を作成することにより、固定資産の減耗分として生じ

るコストである減価償却費のほか、各種引当金繰入額等の現金支出を伴わない

コストが明示されます。 

 
  全体会計（行政コスト計算書）               （単位：千円） 

市民一人当たり 平成28年度 平成29年度 

減価償却費 46  48  

退職手当引当金繰入額 14  15  

賞与等引当金繰入額 ５  ５  

徴収不能引当金繰入額 １  1  

※ (1)(2)では、特別会計を含めた本市全体の財政状況が分かるように、「全体会計」
で表しています。 

※ 「市民一人当たり」の算出において使用した人口は、各年度１月１日現在の住民基
本台帳に基づくものです。(H28年度:166,551人、H29年度:167,938人) 
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 (3) 見えにくい債務が明らかに 

   出資などをしている関連団体が解散した場合、最終的に市が債務を負担する

こととなりますが、現行の決算では実際に債務を履行するまでその影響は反映

されません。そのため関連団体を含めた連結財務書類を作成することとされ、

影響が適時に反映されることとなりました。 

 

◎ 全体会計と連結会計との比較（平成29年度末） 

                             （単位：百万円） 

 
本市（全体会計） 

A 

本市（連結会計） 

B 
B－A 

資産合計 515,533  520,477  4,944  

 （うち現金） 6,051  6,848  797  

（うち基金(固定資産)） 31,744  35,451  3,707  

負債合計 49,990  53,947  3,957  

（うち退職手当引当金） 8,052  11,555  3,503  

 （うち地方債等(固定資産)） 29,915  29,923  8  

純資産合計 465,543  466,529  986  

 

◎ 主な連結対象団体の内訳（平成29年度末） 

                             （単位：百万円） 

※ 連結対象団体のうち、次に掲げる団体等については、影響額が比較的少ないため、ここで

は省略しています。 

 ① 千葉県総合事務組合の退職手当事業以外事業の一般会計 

 ② 千葉県自治研修センター特別会計 

 ③ 千葉県後期高齢者医療広域連合 

 
B－A のうち 

千葉県総合事務組合 

（退職手当事業）分 

B－A のうち 

土地開発公社分 
B－A のうち 

うらやす財団分 

資産合計 3,401  349  998  

 （うち現金） －  49  610  

（うち基金(固定)） 3,401  －  246  

負債合計 3,401  －  591  

 （うち退職手当引当金） 3,401  －  100  

 （うち地方債等） －  －  －  

純資産合計 －  349  408  
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